
下関市介護保険要介護認定調査業務委託実施要綱

平成２３年３月９日制定

（目的）

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。） 第２８

条第５項（第２９条第２項、第３０条第２項、第３１条第２項、第３３条第４項、第３３

条の２第２項、第３３条の３第２項及び第３４条第２項において準用する場合を含む。）

の規定による要介護認定及び要支援認定に係る調査（以下「調査」という。）の委託につ

いて必要な事項を定める。

（適用範囲）

第２条 この要綱において「事業者」とは、次に掲げる事業者又は施設（以下「事業所」と

いう。）を運営する法人のうち、別に定める下関市介護保険要介護認定調査業務の委託に

関する請書により、本市と当該調査に係る委託契約を締結したものをいう。

（１）法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者

（２）法第８条第２２項に規定する地域密着型介護老人福祉施設

（３）法第４８条第１項第１号に規定する指定介護老人福祉施設

（４）法第８条第２８項に規定する介護老人保健施設

（５）法第８条第２９項に規定する介護医療院

（６）法第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センター

（調査の実施方法）

第３条 市長は、調査を委託するときは、介護保険要介護認定訪問調査依頼書（以下「依頼

書」という。）により調査対象者及び調査場所等を事業者に通知するものとする。

２ 事業者は、前項の規定により通知された調査を受託するときは、あらかじめ調査対象者

又は調査に立ち会う者と調査日時を調整のうえ、調査を適正に実施し、その結果を市長が

定める期日までに本市所定の調査票により報告しなければならない。

３ 事業者は、第１項の規定により通知された調査を受託しない場合又は前項に定める期日

までに調査票の提出が困難な場合は、速やかにその旨を市長に通知しなければならない。

４ 市長は、調査対象者が死亡したため、又はその他の事由により調査が不要となったとき

は、介護保険要介護認定訪問調査依頼取下通知書によりその旨を当該調査を受託した事業

者に通知するものとする。

５ 下関市介護認定審査会からの再調査の指示その他の事由により再調査を実施する場合

は、口頭により再調査を依頼するものとする。この場合において、当該再調査が不要とな

ったときは、口頭によりその旨通知するものとする。



（事業者の義務）

第４条 事業者は、介護支援専門員であって都道府県又は指定都市が実施する認定調査員研

修を修了したものに調査を行わせるものとする。なお、調査に従事する介護支援専門員（以

下「調査従事者」という。）の雇用形態については、常勤又は非常勤の別は問わないもの

とする。

２ 事業者は、調査従事者について必要事項を記した要介護認定調査業務従事者名簿（様式

第１号）及び当該調査従事者が前項の規定に該当する者であることを証する書類の写しを、

市長に提出しなければならない。届け出た内容に変更があったときも、同様とする。

３ 事業者は、調査対象者が調査従事者の親族であるときは、当該調査従事者に調査を行わ

せてはならない。

（委託料）

第５条 市長は、調査の委託料として、次に規定する単価（消費税及び地方消費税相当額を

含む。）に、それぞれの調査実績件数を乗じて得た額の合計額を事業者に支払うものとす

る。

（１）施設料金区分については、１件当たり３，８５０円とする。

（２）在宅料金区分については、１件当たり５，０６０円とする。

２ 前項の料金区分は次のとおりとする。

（１）前項第１号の施設料金区分とは、調査場所において介護サービス、保健医療サービス

その他の関連するサービスを提供する法人と、当該調査を実施する事業者が同一であり、

かつ、調査場所と当該調査従事者が所属する事業所の所在地が同一の場合に行った調査

とする。

（２）前号の所在地が同一の場合とは、地番又は街区符号等が同一である場合に限らず、調

査場所と当該調査従事者が所属する事業所の所在地との直線距離が３００メートル以内

の場合についても、含むものとする。

（３）前項第２号の在宅料金区分とは、第１号以外の場合に行った調査とする。

（実施状況報告書の提出）

第６条 事業者は、調査票提出月の翌月１０日（ただし、調査票提出月が３月の場合にあっ

ては、当月末）までに、要介護認定調査業務実施状況報告書（様式第２号。以下「実施状

況報告書」という。）を市長に提出しなければならない。

（検査）

第７条 市長は、実施状況報告書を受理したときは、速やかに調査の成果について検査を行

うものとする。



２ 事業者は、前項の検査に合格しなかったときは、市長の指定する期間内にその指示に従

いこれを補正しなければならない。この場合においては、前項の規定を準用する。

（委託料の支払）

第８条 事業者は、前条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）の検査に合格

したときは、当該月に実施した調査に係る様式第３号による委託料の支払請求書を市長に

提出するものとする。

２ 市長は、前項の定めにより事業者が提出する適法な支払請求書を受理したときは、その

日から３０日以内に、当該委託料を当該事業者に支払うものとする。

（再委託の禁止）

第９条 事業者は、調査の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。

（秘密の保持）

第１０条 事業者及び調査従事者その他の従業員は、調査の実施に当たり知り得た秘密を漏

らし、又は不当な目的に使用してはならない。

（関係書類の整備）

第１１条 事業者は、調査に関する書類を事業所に整備しなければならない。

（その他）

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

附 則

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。



附 則

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。


